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The possibility of the network construction in Ako city























































































































表 2　KMO および Bartlett の検定
Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の


















































初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 回転後の負荷量平方和 a
合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 % 合計
1 22.449 49.886 49.886 22.046 48.992 48.992 17.357
2 2.495 5.545 55.431 2.025 4.499 53.491 15.232
3 2.117 4.704 60.135 1.688 3.750 57.241 15.889
4 1.879 4.175 64.309 1.703 3.784 61.025 9.822
5 1.48 3.288 67.598 1.143 2.540 63.565 11.961
6 .960 2.133 69.731
7 .909 2.021 71.751
8 .834 1.854 73.606
9 .730 1.623 75.229
10 .709 1.575 76.804
11 .636 1.414 78.217
12 .610 1.355 79.572
13 .582 1.294 80.866
14 .553 1.229 82.095
15 .536 1.191 83.286
16 .476 1.058 84.344
17 .445 .990 85.333
18 .423 .939 86.272
19 .409 .910 87.182
20 .382 .849 88.032
21 .371 .824 88.856
22 .357 .794 89.650
23 .347 .771 90.421
24 .318 .706 91.127
25 .292 .649 91.776
26 .281 .625 92.401
27 .277 .616 93.017
28 .260 .577 93.594
29 .245 .545 94.139
30 .240 .534 94.673
31 .226 .503 95.177
32 .215 .478 95.655
33 .212 .470 96.125
34 .187 .416 96.541
35 .185 .412 96.953
36 .182 .404 97.357
37 .174 .388 97.744
38 .166 .368 98.113
39 .144 .320 98.433
40 .135 .299 98.732
41 .133 .296 99.028
42 .118 .263 99.291
43 .111 .247 99.538
44 .108 .239 99.777













































































































































































クロンバックのα＝ 0.922 項目が削除された場合の Cronbach のアルファ
18．介護予防サービスの充実 .908
19．特別養護老人ホームなどの入所施設の整備 .907
20．在宅サービスの充実 .903
21．高齢者に配慮した住宅の整備や改造 .904
22．利用や移動がしやすい道路・建物などの整備 .913
23．防災・安全対策の充実 .914
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地域住民による，地域住民のためのネットワーク」を住
民主体で構築し，それを行政が強力に支援していく体制
が必要不可欠となる．そして，その行政は本報告で行っ
た統計結果からもわかるようにタテ型ではなく，行政内
で連携したもの（ヨコ型）でなければならないのである．
赤穂市ではこの根底となる地域住民のニーズ把握におい
て本報告がその一助となった．
おわりに
　本報告では赤穂市におけるネットワーク構築において
５つのキーワードを明らかにすることができた．これら
のキーワードを行政が真摯に受け止め，これまでのタテ
型（対象分野別）ではなく，行政内で連携したヨコ型（領
域別）の対応を考えていかなければならない．そして，
地域住民はそれを望んでいるのである．
　本報告は赤穂市が今後，策定するであろう地域福祉計
画にも十分に参考になる統計結果となっている．赤穂市
が地域住民のニーズに向かい合う良い機会になったので
はないかと考える．本報告は赤穂市のネットワークにお
ける手がかりとなり，地域住民のニーズを組み入れたも
のが構築できる可能性が見出せたのではないかと思う．
　そして，この調査結果をすでに発行している報告書で
は単純集計と中学校区によるクロス集計のみ掲載をして
いる．これに赤穂市が日常生活圏域として設定している
中学校区でクロス集計をした結果を付け加えることで，
どの地域で何を重点的に取り組むことが求められている
のかを明らかにすることができる．これについては今後
の課題として継続に取り組まなければならない．
　さらに，これらの基礎として地域住民の理解を考えて
いる．地域住民の協力があって成立した調査結果をフィ
ードバックするのは調査者として当然の責務である．そ
こには，専門的な統計分析も必要であるが，なによりも
地域住民の理解がなければならない．
　なお，本報告は，『平成 21 年度赤穂市・関西福祉大学
協働研究事業「赤穂市における地域福祉に関する意識に
ついて」』を修正，加筆し，新たな統計結果を加えたも
のである．
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